平成26年度公認指導員・上級指導員養成講習会実施希望調査に伴う留意事項

1. 委託事業について

平成26年度も国庫補助事業として申請中です。
2. 募集にあたって

1) 公認指導員養成講習会

· 受講条件について

受講年の4月1日現在、満18歳以上（一部の競技を除く）の者で、実施中央競技団体がその他にそれぞれ付加する条件を定めています。

· 共通科目について

平成25年度までと同様、本会とＮＨＫ学園との提携による通信講座を受講していただくことになります（共通科目受講料は増税により21,600円となります）。実施を計画する際は、その概要を競技団体関係者・受講予定者に対しパンフレット（後日作成・送付）で周知していただくことになります。ついては、別紙調査表に実施競技及びコース数とともに、パンフレット及び受講申込書の送付希望部数をご記入ください（4月頃配布予定）。パンフレット及び受講申込書については、団体での実施コースが無い場合でも希望することができます。

· 各中央競技団体認定資格及び受講予定者の共通科目（通信講座）受講について

「日本水泳連盟公認基礎水泳指導員」をはじめとした『競技団体認定資格取得者』については、専門科目の講習は免除とし、共通科目（通信講座）を受講できます。

· 競技別の免除資格については、別紙「公認指導員養成専門科目講習会免除資格一覧」を参照

2) 公認上級指導員養成講習会

· 受講条件について

受講年の4月1日現在、満22歳以上（一部の競技を除く）の者で、実施中央競技団体がその他にそれぞれ付加する条件を定めています。

· 特に、水泳、テニス、ホッケー、体操、バスケットボール、セーリング、ハンドボール、ソフトテニス、ソフトボール、弓道、ライフル射撃、剣道、アーチェリー、銃剣道、ボウリング、ゲートボール、カーリング、スクーバ・ダイビングについては、公認指導員資格を有していること（競技によっては更に付帯条件あり）が受講条件となっています。該当競技の受講希望者については、登録管理システム等でご確認をお願いいたします。

· 共通科目について

· 集合講習会について

合計14時間の集合講習会の日程については、受講対象競技団体（専門科目実施競技・専門科目免除者）と調整の上編成してください。

· 自宅学習について

共通科目ⅠとⅡの一部（56時間）は、自宅学習で行います。ただし、集合講習会終了後に行う検定試験は、共通科目Ⅰ・Ⅱすべての範囲から出題されますので、自宅学習時間が確保できるよう配慮をお願いいたします。
· 検定試験について

集合講習会終了後に、マークシート方式による検定試験を実施していただきます。検定試験が終了後、貴会にて回収の上、本会へ提出していただきます。

3) 受講有効期限について

· 公認指導員及び公認上級指導員専門科目、公認上級指導員共通科目講習会の受講有効期限は、4年間です。新規受講者となった年度から4年間のうちに講習・試験をすべて修了しない場合は、受講者としての権利は無効になります。

· 公認指導員共通科目（通信講座）の受講期間は1年間です。

テキストによる学習の成果を課題により検定し、合否を判定します。年度内に1回、再検定を実施しますが、再検定で不合格になった場合、翌年以降再受講者として再度お申込みをしていただき、新たに受講していただくことになります（別途再学習料金：17,500円）。


	
	共通科目
	専門科目

	公認指導員
	1年
	4年

	公認上級指導員
	4年
	4年


3. 集合講習会事業計画の立案にあたって

1) 講習会の委託事業成立基準について

各集合講習会は、1コースにあたり20名程度の受講者の参加が基本となっています。受講人数が、これを上回る場合は問題ありませんが、事業実施前に12名を下回る場合は、委託事業としては成立しません。

2) カリキュラム及び講師の編成について

公認指導員専門科目：講習40時間以上（うち30時間以上の集合講習）

公認上級指導員

専門科目：集合講習20時間以上

共通科目：集合講習14時間と自宅学習56時間

· 講習会の日程は、それぞれに定められたカリキュラム内容と時間数に基づき設定。

· 講師・検定員の編成について

専門科目：中央競技団体と連絡調整し設定。


　 可能な限り公認スポーツ指導者資格保有者で編成。

共通科目：別添『講師編成要領』に基づき編成。

· 依頼される講師の方には、事前に“カリキュラム”、“教育目標”をご確認いただく。

3) 実施期間について

本講習会の実施に際しては、委託事業としての審査及び試験結果の判定、資格認定審査の関係から、平成27年2月11日(水・祝)までに講習及び検定を修了するように日程を組んでください。

4. 独自事業の開催について

1) 独自事業の基準について

1 事業実施前に受講希望者が12名を下回る場合

上記3．1)における「委託事業成立基準」により、事業実施前に受講希望者が12名を下回る場合は、委託事業が成立しません。つきましては、本会へ委託事業の中止を文書にて連絡いただくとともに、独自事業実施に係わる申請手続きを行い、講習会を開催するようお願いいたします。

2 受講希望者が大幅に増加した場合

受講希望者の大幅な増加による委託事業から独自事業への変更は、受け付けておりません。

つきましては、実施希望調査時またはその後に、受講希望者が大幅に増加した場合（目安：40名）については、本会へその旨ご相談いただき、事業規模ならびに実施に係わる事項を検討の上、講習会の開催を執り行っていただきますようお願いいたします。

※具体的には、「実施コース数を増やす」などの実態に即した対応を検討することとなります。

2) 独自事業実施に係る申請手続きについて

独自事業での実施については、事業開始前（遅くとも1ヶ月前）に申請書をご提出いただき、本会の承認を得た後、実施、報告書の提出となります。

事業終了後の申請は受け付けることができませんので、ご協力の程お願い申し上げます。
　　　　　
表：受講有効期間（受講申込年度より）








